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● 心肺機能停止傷病者の救命率等の状況

● 消防機関と医療機関の連携のあり方に関する答申
～消防審議会～
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平成21年（2009年）４月１日。岡山市は、全国18番目の政令指定都市として新たなステージに立ち、

中四国の中枢拠点都市として歩み始めました。

本市は、岡山県南部に広がる肥沃な沖積平野の中央に位置し、古代から「吉備
き び

の国」として栄え

てきた歴史と文化を有する県都です。その市域も、北は緑豊かな丘陵地から南は風光明媚な瀬戸内

海にまで及び、温暖な瀬戸内特有の気候により、晴れの日が多く、非常に穏やかで災害の少ない都

市でもあります。

さて、私ども消防局は、政令市構想における隣接４町との合併、また、隣接１町からの消防事務

の受託により、現在、人口約71万人、面積約1,059平方キロメートルを管轄するまでに至っていま

す。この拡大した市域と近年大きく消防需要の高まった市街地に対応するため、この度の政令指定

都市への移行と時を合わせ、新たに１署を開署したところです。

さらに、政令市にふさわしい消防体制の確立を図るため、署所の再編とそれに伴う消防団組織の

改編を行い、これにより、消防局は１局（４課１航空隊）５署13出張所１救急ステーション、職員

数665人の組織となり、また、本市消防団は１団５地区17方面隊100分団、団員定数4,800人の組織

となりました。

ところで、本市は、めざす都市像として、その形を「水と緑が魅せる心豊かな庭園都市」、その

使命を「中四国をつなぐ総合福祉の拠点都市」と定め、その実現に向けて取り組む「都市づくりの

基本方向」（７つの柱）を掲げています。消防局では、「街と田園のかたちを明確にする」という柱

のもとで、「安全な都市基盤プロジェクト」に取り組んでいます。その中で、先ほどの署の新設を

実現させたところですが、それでも私どもの体制はまだまだ脆弱
ぜいじゃく

です。

こうした中、今年は、政令指定都市移行とともに、市制施行120周年という記念すべき年でもあ

ります。新たな決意のもと、消防体制の強化を図るため、新たな署の新築移転をはじめ、指揮隊の

増隊、特別高度救助隊の創設、さらに消防救急無線のデジタル化・通信指令システムの更新など重

要事業を、一歩ずつ確実に進めてまいりたいと考えております。

今や、「災害は忘れないうちにやってくる」とも、「災害はいつどこで起こるか分からない」とも

いわれています。このような災害状況の中にあっても、市民の皆さんには、いつまでも安全に安心

して暮らしていただきたい。そのために、我々職員は一丸となり、市内各地区で組織する安全・安

心ネットワークとも緊密に連携を図りながら、引き続き「災害に強い安全な都市づくり」に向けて、

最大限の努力をしてまいる所存です。

「災害に強い安全な都市づくり」
に向けて

岡山市消防局長 藤原 文法
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「ウツタイン様式」とは、心肺機能停止症例をその原

因別（心臓に原因があるものかそれ以外か）に分類する

とともに、心肺機能停止時点の目撃の有無、バイスタン

ダー（その場に居合わせた人）や救急隊員による心肺

蘇生
そせい

の有無やその開始時期、初期心電図の波形や除細動

の有無などに応じて傷病者の経過を詳細に記録すること

により、地域間・国際間での蘇生率等の統計比較を可能

とする調査統計様式であり、1990年にノルウェーの「ウ

ツタイン修道院」で開催された国際蘇生会議において提

唱されたものです。

消防庁では、平成17年１月から、救急救命処置等によ

る救命効果の客観的・医学的な把握や評価、地域間・国

際間の比較・検証をより正確に行うため、消防庁救急調

査オンライン処理システムにて「ウツタインデータ」の収

集を行っています。これにより、平成18年９月には、平

成17年（2005年）中のデータを基に様々な条件下での救

急救命処置の生存率への効果の分析を行い、暫定的な結

果を試行解析例として取りまとめ、また、平成19年９月

には、平成17年（2005年）中のデータ

及び平成18年（2006年）中の速報デー

タを基に、結果を取りまとめました。

しかしながら、平成19年度に発足し

た「ウツタイン統計活用検討会」にお

いて、データのクリーニング方法や公

表のあり方について、さらに検討を進

めるべきであるとの指摘がなされ、消

防庁では、平成20年度に「救急統計活

用検討会ウツタイン統計作業部会」を

設置し、引き続き、検討を実施してい

ます。

平成20年度の検討の中で、より質の

高いウツタイン統計データを確保するために、データの

クリーニングについての基本方針が示されたことを受け、

平成17年（2005年）からの３か年すべてのウツタイン統

計データを改めて見直し、再集計を行いました。さらに、

救急救命士が行う救急救命処置の効果等について、デー

タに基づくより適切な客観的評価を行っていくために、

１か月後の生存率だけではなく、新たに、社会復帰率等

を集計し、その結果を「心肺機能停止傷病者の救命率等

の状況」として取りまとめましたので、ポイントを以下

に紹介します。

心肺機能停止傷病者の１か月後生存率
及び社会復帰率は年々上昇

2007年中に救急搬送された心肺機能停止傷病者搬送人

員のうち、心原性※注かつ一般市民により目撃のあった症

例の１か月後生存率は、10.2％と過去３か年のうち最も

高く、2005年中と比べ、約1.4倍（3.0ポイント上昇）とな

心肺機能停止傷病者の救命率等の状況

救急企画室

１

１か月後生存率

１か月後社会復帰率
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10.0％

8.0％
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4.0％
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0.0％
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7.2％

8.4％
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3.3％
4.1％

6.1％

図１ 心原性かつ一般市民による目撃のあった症例の１か月後生存率
及び社会復帰率の推移
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っています。また、１か月後

社会復帰率についても、6.1％

と過去３か年のうち最も高

く、2005年中と比べ、約1.8倍

（2.8ポイント上昇）となって

います（図１）。

一般市民による
応急手当の重要性

一般市民による応急手当が

行われた場合の１か月後生存

２
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心原性かつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例
うち、一般市民により応急手当が実施された傷病者数
うち、一般市民による応急手当の実施割合

47.6％

17,882
18,897

19,707

7,335
8,108

9,37641.0％

42.9％

図３ 心原性かつ一般市民により目撃のあった心肺機能停止傷病者のうち、
一般市民による応急手当の実施件数（割合）の年次推移

表１　一般市民による応急手当の実施の有無別（2005年～2007年）

図２　一般市民による応急手当の実施の有無別（2007年ウツタイン統計データ）

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例

2005年 17,882 7,335 631 8.6％ 334 4.6％ 10,547 651 6.2％ 253 2.4％

2006年 18,897 8,108 819 10.1％ 456 5.6％ 10,789 772 7.2％ 312 2.9％

2007年 19,707 9,376 1,141 12.2％ 738 7.9％ 10,330 872 8.4％ 457 4.4％

うち一般市民に
よる応急処置
あり

うち一般市民に
よる応急処置
なし

１か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

１か月後
生存率

１か月後
社会復帰率

１か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

１か月後
生存率

１か月後
社会復帰率

一般市民により心肺機能停止の時点が
目撃された心原性の心肺停止症例

19,707件

うち、一般市民による応急手当無症例

10,330件（ａ）

うち、一般市民による応急手当有症例

9,376件（ｄ）

うち、一般市民による応急
手当の有無が不明の症例

１件

入院後、死亡

9,458件

１か月後、生存

   872件（ｂ）

入院後、死亡

 8,234件

１か月後、生存

   1,141件（ｅ）

その他

１件

ＯＰＣ／ＣＰＣ
共に１又は２以外

415件

ＯＰＣ／ＣＰＣ
共に１又は２（ｃ）

457件

ＯＰＣ／ＣＰＣ
共に１又は２以外

403件

ＯＰＣ／ＣＰＣ
共に１又は２（ｆ）

738件

生存率：ｂ／ａ × 100 ＝ 8.4％

社会復帰率：ｃ／ａ × 100 ＝ 4.4％

生存率：ｃ／ｄ × 100 ＝ 12.2％

社会復帰率：ｆ／ｄ × 100 ＝ 7.9％

※注）心原性心肺機能停止とは、
心筋梗塞など、心臓自体の異
常によって生じた心肺機能停
止をいう（原因が特定できな
い心肺機能停止を含む。）。
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率は、2005年において8.6％、2006年において10.1％、

2007年において12.2％で、行われなかった場合と比べて、

それぞれ約1.4倍（2.4ポイント）、約1.4倍（2.9ポイント）、

約1.5倍（3.8ポイント）高くなっています。また、１か月

後社会復帰率についても2005年において4.6％、2006年に

おいて5.6％、2007年において7.9％で、行われなかった場

合と比べて、それぞれ約1.9倍（2.2ポイント）、約1.9倍

（2.7ポイント）、約1.8倍（3.5ポイント）高くなっています

（表１、図２）。

このように、一般市民（現場に居合わせた方）による

迅速な救命手当は、救命や社会復帰のために非常に重要

であると言えます。

なお、2007年中の救命講習修了者数は、150万人を超

える157万2,328人と過去最高であり、また、心原性かつ

一般市民により目撃のあった心肺機能停止傷病者のう

ち、一般市民による応急手当の実施率も、2005年におい

て41.0％、2006年において42.9％、2007年において47.6％

と年々増加しており、救命率の向上に繋がる大きな要因

となっています（図３）。

一般市民による除細動実施件数の増加

年々、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）が公共施設や

事業所など様々な個所に配備されてきていることから、

一般市民による除細動の件数は、2005年の92件、2006

年264件、2007年486件と着実に増加しております（図４）。

３

図４　一般市民により除細動が実施された件数の推移
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全症例のうち、一般市民により除細動
が実施された件数

一般市民により心肺機能停止の時点
が目撃された心原性の心肺停止症例
のうち、一般市民により除細動が実施
された件数

一般市民により心肺機能停止の時点
が目撃された心原性の心肺停止症例
のうち、一般市民により除細動が実施
された症例の１か月後生存率

一般市民により心肺機能停止の時点
が目撃された心原性の心肺停止症例
のうち、一般市民により除細動が実施
された症例の１か月後社会復帰率

図５　目撃のあった時刻から救急隊員が心肺蘇生を開始した時点までの時間の区分ごとの１か月後生存率及び社会復帰率（３か年合計）
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心肺蘇生は早期実施が有効

目撃のあった時刻から救急隊員が心肺蘇生を開始した

時点までの時間の区分ごとに１か月後生存率を比較する

と、５分から10分までが11.4％であったのに対し、10分か

ら15分までは7.1％と約0.6倍（△4.3ポイント）となってい

ます。

さらに、１か月後社会復帰率を比較すると、５分から

10分までが6.1％であったのに対し、10分から15分までは

3.2％と約0.5倍（△2.9ポイント）となっています。

また、３か年の推移をみると、いずれの時間区分にお

いても１か月後生存率及び社会復帰率が上昇しています

（図５、図６、図７）。

最後に

今後も、ウツタイン統計を救急業務への活用に資する

ことが出来るよう、消防庁では更なるデータ精度の向上

を目指し、取り組んでいきます。

また、「心肺機能停止傷病者の救命率等の状況」の詳

細については、消防庁のホームページに掲載しています。

※報道発表

平成21年 1月22日

「心肺機能停止傷病者の救命率等の状況」

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/

2101/210122-1houdou.pdf
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図６　目撃のあった時刻から救急隊員が心肺蘇生を開始した時点までの時間の区分ごとの１か月後生存率（各年）
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図７　目撃のあった時刻から救急隊員が心肺蘇生を開始した時点までの時間の区分ごとの１か月後社会復帰率（各年）
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平成21年２月９日（月）に消防審議会を開催しました。

今回の消防審議会では、消防機関と医療機関の連携のあ

り方に関する答申案について審議が行われ、答申案に各

委員の意見が反映され、吉井博明消防審議会会長から岡

本保消防庁長官に対して答申がなされました。

消防庁では、この答申を踏まえ、消防法の改正につい

て検討を行い「消防法の一部を改正する法律案」を今国

会に提出したところです。答申の主な内容を紹介します。

現状と課題

救急搬送における病院選定から医療機関における救急

医療の提供までの一連の行為を円滑に実施することが、

傷病者の救命率の向上及び予後の改善等の観点から重要

な課題となっている。このような中、救急搬送において

受入医療機関の選定が困難である事案（選定困難事案）

が社会問題化しているが、円滑な救急搬送・受入体制を

構築することは、国民の安心・安全に関わる問題であり、

消防と医療の連携体制を強化し、受入医療機関の選定困

難事案の発生をなくしていくことが、全国的な喫緊の課

題である。

連携体制強化のための提言

救急医療に携わる医師や施設・設備を十分に確保する

という中・長期的な課題はあるが、当面の課題としては、

今ある医療体制の下においても、受入医療機関の選定困

難事案の発生をなくしていくことが重要である。そのた

めには消防と医療の連携体制を強化

することが必要であるが、医療提供体

制の整備等は、市町村より広域単位

で行われていることを考えれば、都道

府県が主体的な役割を担うことが重

要となる。

≪救急搬送・受入れの実施に関する

ルールの策定≫

○ 救急搬送・受入れに関するルール

を都道府県が調整し策定すること。

○ 救急搬送・受入ルールとして考え

消防機関と医療機関の連携のあり方に関する答申
～消防審議会～

総務課

１

２

吉井消防審議会会長から岡本消防庁長官への答申

消防審議会の模様



られること。

① 傷病者の状況に応じた搬送

先となる医療機関のリスト

② 消防機関が傷病者の状況を

確認し、①のリストの中から

搬送先医療機関を選定するた

めのルール

③ 消防機関が医療機関に対し

傷病者の状況を伝達するため

のルール

④ 搬送先医療機関が速やかに

決定しない場合において傷病

者を受け入れる医療機関を確

保するためのルール

≪救急搬送・受入れに関する組織

の設置≫

○ 消防機関と医療機関が連携し、

協議を行うための組織を設置す

ること。

○ この組織は、消防機関、医療機

関のほか、行政関係者や関係団

体等が参画することとし、救急搬

送・受入れの実施に関するルー

ル作りのための協議や救急業務

に関する調査・検証等の連絡調

整を行う役割を担うこと。

おわりに

以上、平成20年度の消防審議会としては、消防機関と

医療機関が連携し、円滑な救急搬送・受入体制を実現す

るための方策として、各都道府県において、救急搬送・

受入れの実施に関するルールを策定すること及び救急搬

送・受入れに関する組織を設置することについて、制度

改正等を早急に行うことを求める。なお、制度改正や策

定されたルールについては、その実施状況等を検証し、

必要な見直しを随時行うとともに、救急隊員等の教育を

さらに充実することが大切である。

※消防審議会の答申は、消防庁のホームページ（http://

www.fdma.go.jp/html/singi/210209_tousin.html）に

掲載しています。
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３

消防審議会答申の概要

消防機関と医療機関の連携のあり方について

≪背 景≫

・救急搬送における病院選定から医療機関における救急医療の提供までの
一連の行為を円滑に実施することが、 重要な課題となっていること。
・救急搬送において受入医療機関の選定が困難である事案（選定困難事
案）が社会問題化していること。

円滑な救急搬送・受入体制を構築することは、国民の安心・安全に関わ
る問題であり、消防と医療の連携体制を強化し、受入医療機関の選定
困難事案の発生をなくしていくことが喫緊の課題

対策２　救急搬送・受入れに関する組織の設置

対策１　救急搬送・受入れに関するルールの策定

○　救急搬送・受入れを円滑に実施するために、救急搬送・受入れに
関するルールを都道府県が調整し策定すること。
○　救急搬送・受入ルールとして、以下のものが考えられること。
①　傷病者の状況に応じた搬送先となる医療機関のリスト
②　消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中から搬送先
医療機関を選定するためのルール

③　消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達するためのルール
④　搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において傷病者を受
入れる医療機関を確保するためのルール

○　搬送を行う消防機関と受入れを行う医療機関が連携し、協議を行
うための組織を設置すること。
○　この組織は、消防機関、医療機関の他、行政関係者や関係団体等
が参画することとし、救急搬送・受入れの実施に関するルール作り
のための協議や、救急業務に関する調査や検証などの連絡調整を行
う役割を担うこと。

※　メディカルコントロール協議会等の、既存の協議会等がある場合には、
その活用を図ることがより効率的で実効性が高いと考えられる。
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平成20年（１月～９月）における総出火件数は４万495

件で、前年同期と比較すると、1,566件（3.7％）の減少と

なっています。

これは、おおよそ１日あたり148件、10分に１件の火

災が発生したことになります。

これを、火災種別ごとにみると次表のとおりです。

火災による死者は1,511人で、前年同期と比較すると

48人（3.3％）の増加となっています。

また、火災による負傷者は5,972人で、前年同期と比

較すると472人（7.3％）の減少となっています。

建物火災における死者1,127人のうち住宅（一般住宅、

共同住宅及び併用住宅）火災における死者は1,011人で、

そこから放火自殺者等を除くと845人となっています。

これを前年同期と比較すると、37人（4.6％）の増加と

なっています。

なお、建物火災の死者に占める住宅火災の死者の割合

は89.7％で、出火件数の割合56.9％と比較して非常に高

くなっています。

住宅火災による死者（放火自殺者等を除く）845人のう

ち、538人（63.7％）が65歳以上の高齢者です。

平成20年（1月～9月）における火災の概要（概数）

防災情報室

総出火件数は4万495件、前年同期比1,566件の減少

住宅火災による死者（放火自殺者等を除く）は
845人で、37人の増加

種 別 件 数 構成比(％) 前年同期比 増減率(％)

建 物 火 災

車 両 火 災

林 野 火 災

船 舶 火 災

航空機火災

その他火災

総出火件数

22,651

4,040

1,702

79

3

12,020

40,495

55.9％

10.0％

4.2％

0.2％

0.0％

29.7％

100％

△936

△342

△134

△15

△1

△138

△1,566

△ 4.0％

△7.8％

△7.3％

△16.0％

△25.0％

△1.1％

△3.7％

過去５年間の火災の推移 過去５年間の死者の推移 

過去５年間の住宅火災における死者の推移 
（放火自殺者等を除く） 

※注：住宅火災死者数は、死者の発生した建物用途による 

平成20年 平成19年 平成18年 平成17年 平成16年 平成20年 平成19年 平成18年 平成17年 平成16年 平成20年 平成19年 平成18年 平成17年 平成16年 
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400
（件） （人） （人） 

第1期 
18,915 15,192 16,612 16,798 15,982

第2期 
14,725 16,386 12,767 13,927

12,994

11,519

第3期 
13,742 11,646

11,285 11,336

40,495

第4期 
13,005 14,236

12,612 12,521

総件数 
60,387

57,460
53,276 54,582

第1期 
750

816 823 739 800

第2期 
437

449 419
453

428

283第3期 
336

309 320
271

1,511

第4期 
481

621
505

542

総 数 
2,004

2,195
2,067

2,005

第1期 
423

491 516
450

491

第2期 
193

218 197
238 227

127
第3期 
154

144 148 120

845
第4期 
268

367 326
340

総 数 
1,038

1,220 1,187
1,148

※第1期（1月～ 3月）、第2期（4月～ 6月）、第3期（7月～ 9月）、第4期（10月～12月） 

火災による死者は48人の増加、負傷者は472人の減少
住宅火災による死者（放火自殺者等を除く）の6割以上が高齢者
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また、住宅火災における死者の発生した経過別死者数

を前年同期と比較すると、逃げ遅れ508人（28人（5.8％）

増）、着衣着火42人（１人（2.4％）増）、出火後再進入18人

（５人（38.5％）増）、その他277人（３人（1.1％）増）となっ

ています。

総出火件数４万495件を出火原因別にみると、「放火」

4,443件（11.0％）、「こんろ」4,178件（10.3％）、「たばこ」

3,971件（9.8％）、「放火の疑い」3,367件（8.3％）、「たき火」

2,609件（6.4％）の順となっています。

また、「放火」及び「放火の疑い」を合わせると、7,810

件（19.3％）となっています。

平成16年６月には、すべての住宅に住宅用火災警報器

等の設置及び維持を義務付ける旨の消防法の改正が行わ

れました。新築住宅については平成18年６月１日から、

既存住宅については平成20年６月から平成23年６月まで

の間に市町村条例で定める日から、それぞれ義務付けが

開始されます。しかし、住宅火災による死者数を低減さ

せるためには、住宅用火災警報器等の設置・維持の義務

付けの適用開始を待つことなく、できるだけ早い時期に

設置することが重要です。

このため消防庁では、住宅防火対策推進シンポジウム、

政府広報によるテレビ、ラジオを始めとした様々なメディ

アを活用した広報活動、春・秋の全国火災予防運動等の

機会をとらえ報道機関、消防団、婦人（女性）防火クラブ、

自主防火組織等と連携した普及啓発活動を行うなど、住

宅用火災警報器等の早期設置を促進するため活動を

行っています。

「放火」及び「放火の疑い」による火災は7,810件で、

総出火件数の19.3％を占めています。

消防庁では、平成12年に「放火火災予防対策マニュア

ル」を作成して配布するとともに、平成16年12月に学識

経験者、消防機関、関係行政機関等からなる検討会にお

いて取りまとめられた報告書（放火火災防止対策戦略プ

ラン）を全国の消防機関に配布しました。この放火火災

防止対策戦略プランについて、消防庁のホームページ等

で幅広く情報提供を行うなど、放火火災の防止に向けた

ハード・ソフト両面からの取組を推進しています。

消防庁では、ソフト面の対策として、春・秋の全国火

災予防運動において放火防止対策に積極的に取り組むよ

う消防機関に通知しており、全国で放火火災防止対策戦

略プランに基づいたチェックリストを活用した自己評価

による「放火されない環境づくり」を目指した取組が進

められています。

また、ハード面の対策として、放火行為の抑制に効果

が期待される、火災に至る前の極小火源により生ずる炎

に対し警報を発する放火監視機器を開発・普及するた

め、「放火監視センサーを用いた放火監視機器に係る技

術上のガイドライン」の策定を行うとともに、全国４地

域に放火監視機器を設置し、効果の検証を行っています。

今後とも、放火火災防止対策戦略プランに基づき、ご

近所の底力を活かして、「放火されない環境づくり」に

よる安心で安全な暮らしの実現を目指していきます。

建物火災の死者1,127人の内訳 
※死者の発生した建物用途による 

建物火災の出火件数 
2万2,651件の内訳 

出火原因の内訳 
（全火災4万495件） 

住宅以外 
116人 
10.3％ 

併用住宅 
35人 
3.1％ 

住宅以外 
9,765件 
43.1％ 

一般住宅 
801人 
71.1％ 

一般住宅 
8,424件 
37.2％ 

共同住宅 
175人 
15.5％ 

併用住宅 
640件 
2.8％ 

共同住宅 
3,822件 
16.9％ 

こんろ 
4,178件 
10.3％ 

たき火 
2,609件 
6.4％ 

火遊び 
1,347件 
3.3％ 

不明 
調査中 
4,897件 
12.1％ 

ストーブ 
1,167件 
2.9％ 火入れ 

1,370件 
3.4％ 

放火・ 
放火の疑い 
7,810件 
19.3％ 

その他 
の原因 
13,146件 
32.5％ 

たばこ 
3,971件 
9.8％ 

出火原因の第1位は「放火」、続いて「たばこ」

住宅防火対策への取組

放火火災防止対策への取組
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地域防災の要である消防団員が減少し、地域の防災力の低下が懸念されてい

る中で、女性消防団員は毎年増加しており、全国で約１万７千人が活躍していま

す。しかし、消防団の活動内容があまり知られていないせいか、まだまだ足りません。

全国の消防団では、地域のために力を貸してくれる女性を募集しています。そ

こで消防庁では、全国の女性に対し、消防団への入団を呼びかけるため、平成

21年２月10日（火）に、倉田雅年総務副大臣、タレントの安めぐみさん、俳優の松

田悟志さんらに出演していただき、初めて「女性消防団員入団促進キャンペー

ンイベント」を開催しました。

東京都千代田区丸の内の「ＭＹ ＰＬＡＺＡ アトリウム」において、昼休み

を利用して開催したため、近隣の企業に勤める女性など600名以上の来場があ

り、大変盛況のうちにイベントが進行しました。

「女性消防団員入団促進キャンペーンイベント」の開催

防災課

まず、倉田副大臣からの開会挨拶において、

女性消防団員の活躍や今後ますます期待される

役割などについて紹介があった後、実際に消防団員とし

て現場で活躍されている女性を「消防団員確保アドバイ

ザー」として委嘱するセレモニーを行いました。

本イベントにあわせて新たに委嘱された女性のアドバイ

ザーは10名。各都道府県から推薦を受けた知識と経験あ

ふれる女性ばかりが集まっており、今後、団員確保に苦慮

している地域からの派遣要請に基づいて、研修会や講演

会の場で適確なアドバイスをする予定です。

このアドバイザー派遣制度は、平成19年４月に開始し

【女性の消防団員確保アドバイザー（敬称略）】

・青森県五戸町消防団　班長 川r由希子

・茨城県阿見町消防団　班長 山本みゆき

・東京都赤羽消防団　分団長 小澤　浩子

・静岡県裾野市消防団　本部部長 小泉　秀子

・三重県津市津消防団　分団長 櫻川　政子

・広島県広島市西消防団　女性隊隊長 神村登紀恵

・愛媛県松山市消防団　団員 石丸ちえみ

・高知県高知市消防団　分団長 小野　政子

・福岡県北九州市八幡東消防団　分団長 内村美由紀

・福岡県北九州市小倉南消防団　団員 安達　美保３名の女性の消防団員確保アドバイザー
（左から）山本みゆきさん、小泉秀子さん、小澤浩子さん

挨拶を述べる倉田雅年総務副大臣 小澤浩子さんの挨拶
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てから、これまで29

回の派遣実績があり

ますが、全員が男性

アドバイザーでし

た。消防庁では、こ

れからは女性消防団

員の確保にも重点を

置く必要があること

から、女性の視点か

らも団員確保のアド

バイスをできないか

と考え、今回初めて女性のアドバイザーを委嘱することを決めました。本イベントに

おいては、そのうちの３名が倉田副大臣と激励の握手を交わし、代表として東京都

赤羽消防団の小澤浩子分団長から「女性消防団員確保のために力を尽くしていきた

い」と意気込みを語っていただきました。

そんな女性アドバイザーの応援に駆けつけてくれたのが映画「252 生存者あり」に

もレスキュー隊員の役で出演された俳優の松田悟志さん。

松田さんは、女性アドバイザーのこれからの活躍にエールを送るとともに、映画撮

影時のエピソードや、自

身が消防隊に助けられた

経験談を交えながら、「消

防」という職業や人命救助

に対する熱い思い、そし

て実際に女性消防隊員と

接した際に受けた印象や

安心感などについて語っ

てくださいました。

本イベントの最後に、平成20年度の消防団員募集ポスター

と消防団ＰＲビデオに出演されたタレントの安めぐみさんに、

倉田副大臣から感謝状が贈呈されました。安さんからは「こ

れからも消防団のＰＲに努めたい」とご挨拶をいただきまし

た。

このイベントを通じて、全国の女性に誰でも消防団に入団

することができることを知ってもらい、興味を持った方が一

人でも多く、身近な地域貢献として消防団への入団を希望し

てくれることを期待しています。

松田悟志さんによる激励メッセージ

松田悟志さん

安めぐみさん

安めぐみさんへの感謝状贈呈

安めぐみさんと全国消防イメージキャラクター消太
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第13回防災まちづくり大賞表彰式が、去る

２月９日（月）、虎ノ門パストラルホテル（東京

都港区）において行われました。

防災まちづくり大賞は、阪神・淡路大震災

を契機に、平成８年度から開催しているもの

で、毎年７月から９月にかけ各都道府県によ

る推薦、あるいは各活動団体からの自薦によ

り、地域のコミュニティや事業者等が行っ

ている防災に関する様々な取組を応募してい

ただき、特に優れた事例を表彰しているもの

です。

表彰は、「一般部門」、「防災情報部門」及び「住宅防火

部門」の３部門があり、今回は全国から137事例（一般部

門102事例、防災情報部門15事例及び住宅防火部門20事

例）の応募がありました。

その中から、今年は、松美町内会（新潟県）、たかしま

災害支援ボランティアネットワーク「なまず」（滋賀県）、

荻町区（岐阜県）の総務大臣賞３事例をはじめ、消防庁

長官賞５事例、消防科学総合センター理事長賞９事例、

住宅防火対策普及奨励賞１事例が選ばれました。

過去の12回の表彰事例では東日本からの受賞が多い傾

向がありましたが、今回は関西や九州などの西日本の受

賞が目立ち、過去に受賞歴がなかった長崎県と沖縄県か

らも初めて受賞団体が選定されました。

また、活動内容については、地震や土砂災害等の被災

地で実際に活躍された事例や、社会福祉施設

の入居者自身が中心となって防災活動を行っ

ている事例が受賞されるなど、20年度も表彰

事例の活動内容はバラエティに富んでおりま

したが、全体としては自主防災組織等の地域

住民が主体となった地道でしっかりとした取

組事例が数多く受賞されています。

受賞団体におかれましては、今回の受賞を契

機として、より充実した活動を展開していただ

き、周辺地域のみならず、全国各地の良きモデ

ルとなっていただきたいと考えています。

消防庁では、今後も表彰や研修、啓発資料

第13回防災まちづくり大賞表彰式

防災課

表彰式で挨拶を行う倉田雅年総務副大臣

表
　
彰
　
名

部　門　名 一般部門 防災情報部門 住宅防火部門 合計

応募数 102 15 20 137

総務大臣賞 2 1 － 3

消防庁長官賞 3 1 1 5

消防科学総合
センター理事長賞

7 2 － 9

住宅防火対策
普及奨励賞

－ － 1 1

受賞団体総数 12 4 2 18

受賞団体一覧
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の提供等を通じ、こうした地域に密着し

た草の根の防災活動を支援していきたい

と考えています。

なお、過去の防災まちづくり大賞の受

賞団体については、財団法人消防科学総

合センターのホームページ（http://

www.isad.or.jp/cgi-bin/hp/index.cgi）

に掲載しています。

総務大臣賞受賞事例の紹介

団体名：松美町内会

事例名：災害に強いまちづくりをめざして

～中越沖地震の教訓から～

所在地：新潟県柏崎市

概　要：イベント行事や冊子の作成、企業と協働で行う

様々な活動など、平時からの地域コミュニティ

活動を継続。これにより、新潟県中越沖地震時

の避難誘導、安否確認、災害時要援護者への避

難誘導支援などの活動が円滑に行われ、その後

も水食料等の配給、ボランティアの受入、被害

状況調査など様々な活動を実施した事例。

団体名：たかしま災害支援ボランティアネットワーク

「なまず」

事例名：防災・減災啓発活動

「笑って減災　なまず流」

所在地：滋賀県高島市

概　要：防災・減災啓発活動として

『備えと構え』をテーマに、

県内、近隣府県に対し、防災

・減災啓発漫才、腹話術、紙

芝居、災害や救出・救助等に

係る図上訓練等、対象に合せ

たプログラムで年間50回の地

域出前講座を実施した事例。

団体名：荻町区

事例名：地域に根付く「世界遺産」を守る防災体制

所在地：岐阜県白川村

概　要：地域住民により交代制で１日４回見回りを実施

するとともに、村整備の放水銃等の管理・運用

等を行うことにより、現在も住戸として使用さ

れ、かつ、世界遺産に指定されている合掌家屋

を含めた地域の財産を守るための防災活動を継

続して実施している事例。

表彰を受ける松美町内会

まちづくり大賞受賞者の記念撮影
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去る平成21年１月30日（金）、消防研究センターにおいて、

消防機関、県、市町村、企業等162名の参加のもと、「地

震等災害情報の収集・伝達・活用」をテーマとした第12

回消防防災研究講演会が開催されました。

中央防災会議によれば、首都直下地震では、火災で65

万棟が焼失し、それによる死者が全体の約６割に当たる

6,200人にも上るとされています。これに対し、建物の耐

震化、初期消火率の向上、密集市街地の整備などの対策

が打ち出されていますが、必ずしも期待どおりにならない

ことも考えておかねばならず、いざという時の応急対応の

あり方が重要となります。

そこで、本講演会では、

①　被害情報をいかに迅速・的確、効率的に収集するか

② その情報を通信の輻輳
ふくそう

に巻き込まれることなく確実

に伝達し共有できるか

③ そしてその情報に基づき、次の応急対応行動を促す

情報を創出し、合理的な防災活動の支援情報とするか、

さらには災害対策本部等での応急対応に係る意思決定

を如何に支援するか

についての技術的な取組について議論することと

しました。

①では、火災の早期覚知が地震直後においては

極めて重要であるとの認識から、消防署所からみ

た方位だけで迅速に火点を特定する手法、地震直

後の輻輳を考慮し、今や１億台を超えたと言われ

る携帯電話のメモリに被害情報を容易に登録する

ことができる仕組み、さらには市町村管内を小学

校区程度にブロック化し、その中で自律的に住

民・行政職員協働で被害情報を収集することの提

案と具現化についての紹介がなされました。

②では、地震直後の通信の輻輳を回避するため

の独自通信網の確立のため、長距離無線ＬＡＮ及びアド

ホック通信技術の利用、さらには災害時要援護者にやさ

しい情報伝達に関する検討状況等が紹介されました。

③では、地震直後の混乱期であっても大局的応急対策

を見逃すことなく実施すること等を支援するシステム、

様々な情報を地図上に表現して共有化を図り、意思決定

を支援するシステム、同時多発火災に対して全体の焼損

面積を最少とするように、限られた消防力をいかに振り

分けるかに関する情報を提供するシステムの紹介がなさ

れました。最後に、収集体制も含め収集・伝達・活用に

関するこれらの技術の有用性について、愛知県豊橋市の

住民参加のもとでの防災訓練で検証した結果について報

告がなされました。

なお、各講演内容については、消防研究センターのホー

ムページ（http://www.fri.go.jp）で紹介しています。

中には、ほぼ実用に達したものもあります。それらが円

滑な消防防災活動や地域住民の安全確保の一助となれば

幸いです。

第12回消防防災研究講演会

消防大学校消防研究センター

消防防災研究講演会の様子
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1．はじめに

緊急消防援助隊は、阪神・淡路大震災の教訓を

踏まえて平成７年に創設され、平成15年６月の消

防組織法の改正により平成16年４月からは法に基

づく部隊として活動しています。

緊急消防援助隊は、創設以降、数次の豪雨災害、

平成16年（2004年）新潟県中越地震、ＪＲ西日本福

知山線列車事故、平成20年（2008年）岩手・宮城内

陸地震など、22の災害に出動しています。

緊急消防援助隊の登録規模（以下「登録目標数」

という。）については、総務大臣が策定する「緊急

消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的

な事項に関する計画」（以下「基本計画」という。）

で平成20年度末までにおおむね4,000隊規模とす

ることを目標としており、平成20年10月１日現在

で全国789の消防機関等から3,961隊が登録され、

人員は約４万6,000人規模となっています。

今回、東海地震、東南海・南海地震、首都直下

地震の発生の切迫性、活断層等による局地的に甚

大な被害をもたらす地震の危険性の指摘及びテロ

による災害発生が懸念されるなど、災害の大規模

化・特殊化等を踏まえ、基本計画を平成21年度か

ら平成25年度末までの計画として変更し、緊急消

防援助隊の一層の充実強化を図ることとしました。

2．基本計画変更の概要

a 緊急消防援助隊の活動体制の充実強化

①　登録目標数の見直し（図１）

登録目標数を、おおむね4,000隊規模からおおむね

4,500隊規模に変更します。

・消火部隊

中央防災会議幹事会が公表した「『首都直下地震応急

活動要領』に基づく具体的な活動に係る計画」において、

必要応援消火部隊数（12時間以内到着）が不足しているこ

とから、被災地に消火部隊を早期に投入できるように、

東京都からの距離に応じて登録隊を100隊増強します。

これにより消火部隊は、登録目標数1,600隊、登録比

率（登録隊数／常用車両数）約20％から、平成25年度末

までに1,700隊、約22％となります。

・救助部隊、救急部隊

東海地震、東南海・南海地震が連動して発生する場

合などに備えるため、消火部隊の増強に合わせて、登

録比率を増加させます。

これにより救助部隊は400隊、約35％から平成25年度

末までに430隊、約37％に、救急部隊は900隊、約18％か

ら平成25年度末までに1,000隊、約20％に増強します。

・後方支援部隊

後方支援部隊は、消火、救助、救急部隊などの他の部

隊が効果的かつ継続的に活動するために必要であるた

め、消火・救助・救急部隊の登録隊５隊に１隊の割合で

「緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る
基本的な事項に関する計画」の変更について

応急対策室

図１緊急消防援助隊登録目標数の見直し

指揮支援部隊 

都道府県隊 

平成２５年度末までに、おおむね４，５００隊規模とすることを目標 

● 指 揮 隊 
 
● 消火部隊 
 
● 救助部隊 
 
● 救急部隊 
 
● 後方支援部隊 
 
● 航空部隊 
 
● 水上部隊 
 
● 特殊災害部隊 
 
● 特殊装備部隊 

１０７ 隊 
 

１，５０１ 隊 
 

３７７ 隊 
 

９２３ 隊 
 

４４３ 隊 
 

７０ 隊 
 

１９ 隊 
 

２６４ 隊 
 

３３５ 隊 
 

３，９６１ 隊 
（重複除く。） 

２８ 隊 

平成２０年１０月１日現在 

（登録隊数） 

おおむね１００隊程度 
 

〃１，６００ 隊〃   
 

〃４００ 隊〃   
 

〃９００ 隊〃   
 

〃５６０ 隊〃   
 

〃   ７０ 隊〃   
 

〃   ２０ 隊〃   
 

〃２４０ 隊〃   
 

〃３００ 隊〃   
 

おおむね４，１２０隊程度 
（重複除く。） 

おおむね３０隊程度 

平成２０年度末 

（登録目標数） 

おおむね４０隊程度 

平成２５年度末 

（登録目標数） 

おおむね１１０隊程度 
 

〃１，７００ 隊〃  
 

〃４３０ 隊〃  
 

〃１，０００ 隊〃  
 

〃６３０ 隊〃  
 

〃   ７０ 隊〃  
 

〃   ２０ 隊〃  
 

〃 ２６０ 隊〃  
 

〃 ３４０ 隊〃  
 

おおむね４，５００隊程度 
（重複除く。） 
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整備することとし、560隊を70隊増強して630

隊にします。

・その他

特殊災害部隊及び特殊装備部隊について

は、近年の災害の特殊化・多様化の状況を踏

まえて登録を強化してきたことから、現有の

登録隊数を踏まえて、特殊災害部隊を240隊

から260隊に、特殊装備部隊を300隊から340

隊に増強します。

②　指揮支援隊の増強及び担当エリアの見直

し（図２）

指揮支援部隊については、被災地における

緊急消防援助隊に係る指揮が円滑に行われる

よう、変更前の計画においては、多数の部隊

を運用した経験と組織力等を有する東京消防

庁・政令市消防本部の計14本部が指定されて

いました。

今回、平成16年２月の基本計画策定後に政

令指定都市となった新潟市消防局、静岡市消

防防災局、浜松市消防本部、堺市消防局、岡

山市消防局の５消防本部を新たに指定しまし

た。

これにより、おおむね一定の指揮支援体制

を確保できたと考えています。

さらに指揮支援部隊長等が迅速に担当区域

に出動できるよう、大阪市消防局と京都市消

防局の担当エリアについて見直しを計りまし

た。

s 緊急消防援助隊の連携活動能力の向上

全国的な規模で緊急消防援助隊が出動する

大規模地震等を想定し、緊急消防援助隊の技

術の向上と連携活動能力の向上を図るため平

成21年度に図上訓練、平成22年度に合同訓練

を実施します（図３）。

3．おわりに

今回、登録目標数をおおむね4,500隊規模に増強しま

したが、現有の体制を前提とすれば、一定の限界に達す

る見込みであり、特段の状況の変化がない限り、4,500

隊規模を最終目標と考えています。

変更した基本計画に基づき、緊急消防援助隊の体制の

一層の充実強化を図るため、引き続き、ご理解とご協力

をお願いします。

【お詫びと訂正】

「消防の動き」平成21年３月号（№456）23頁に掲載いた

しました「緊急消防援助隊の資機材の配備計画」中に、

以下のとおり誤りがありました。

読者の皆様ならびに関係者各位にご迷惑をお掛けしました

ことをお詫びするとともに、ここに訂正させていただきます。

図２指揮支援隊の増強及び担当エリアの見直し

①指揮支援隊の増強 

②担当エリアの見直し 

【前計画での指揮支援隊登録消防本部】 

大阪市消防局担当エリア 
京都市消防局担当エリア 

　①札幌市消防局 ⑧名古屋市消防局 
　②仙台市消防局 ⑨京都市消防局 
　③さいたま市消防局 ⑩大阪市消防局 
　④千葉市消防局 ⑪神戸市消防局 
　⑤東京消防庁 ⑫広島市消防局 
　⑥川崎市消防局 ⑬北九州市消防局 
　⑦横浜市安全管理局 ⑭福岡市消防局 

【追加指定消防本部】 

　①新潟市消防局 
　②静岡市消防防災局 
　③浜松市消防本部 
　④堺市消防局 
　⑤岡山市消防局 

図３全国合同訓練の実施状況

誤 正

都道府県
燃料補給車

現況 配備

京都府 １
大阪府

都道府県
燃料補給車

現況 配備

京都府
大阪府 １

日　時 想定地震 開催地 備　考

第1回 平成 7年11月28･29日 首都直下 東京都江東区豊洲 緊援隊発足時

第2回 平成12年10月23･24日 首都直下 東京都江東区有明 発足から5年経過

第3回

平成16年11月15･16日
（図上訓練）

東　海

静岡県静岡市（県庁）

現行の基本計画
に基づき実施

第4回
平成21年度（図上訓練）

平成22年度（合同訓練）

東南海・南海
（予定）

愛知県（予定）
今回の改定によ
り実施を明記

平成17年 6月10･11日
（合同訓練）

静岡県静岡市清水区
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N

平成15年４月21日、平成の大合併により、徳山市、新南陽
市、鹿野町、熊毛町の２市２町が合併し「周南市」が誕生し
ました。
周南市は、山口県の東南部に位置し、北に中国山地を背に、
南に瀬戸内海を臨み、古くから陸海交通の要衡の地として栄
え、現在、人口およそ15万３千人、面積約656k㎡で県東南部
の中心をなす商工業都市です。
陸上交通では、国道２号線を中心に山陽自動車道や中国自

動車道などの高速道路のイ
ンターチェンジが４箇所、
また、ＪＲ山陽本線やＪＲ
岩徳線、さらに新幹線「の
ぞみ」も停車する山陽新幹
線など、鉄道の便にも恵ま
れています。また、海上交
通としては、特定重要港湾
に指定された国際貿易の拠
点「徳山港」を有し、ここ

からは九州大分方面に向けてフェリーも就航しています。
こうした陸海交通を産業基盤として、臨海部には全国でも

有数の石油コンビナートが形成され、石油や化学、鉄鋼など
を中心に周南地区臨海工業地帯の中核を担うまちとして発展
を続けています。

当市の市街地に所在する徳
山動物園は、中国地方に開設
された動物園の中でも、有数
の人気を誇り、市のランド
マークとして、重要な役割を
果たしています。
頭を抱えて体をよじる“困っ

たポーズ”で全国的な話題と
なったマレーグマの「ツヨシ
君」をはじめ、レッサーパン
ダやホッキョクグマなど人気者が多く、ＪＲ徳山駅からのア
クセスが容易なこともあり、週末になると大勢の親子連れで
賑わっています。

当消防本部は、周南市合併時に旧徳山市消防本部、旧新南
陽市消防本部、及び鹿野町消防本部を統合し発足しました。
市内の一部、旧熊毛町については、合併時、隣接する消防

組合に参画していたことから、これを存続することとし、現
在も消防組合が管轄しています。
当消防本部の体制は、熊毛地域を除く市内全域を管轄エリ

アとして、１本部、４署、
１出張所、１分遣所を擁し、
200名の消防職員を配置し
ています。
地域防災の要である周南

市消防団は、１団本部、５
方面隊、18分団で構成され、
団員1,184名が地域に密着
した消防防災活動を展開し
ています。

現在、旧徳山北部地区を管轄している分遣所は、高規格救
急車による救急業務のみを実施しており、当地区に消防車を
配備した出張所を開設することは、地域の強い要望もあり、
合併前から続く消防の懸案事項でした。
こうした中、平成21年度において、新たに消防出張所を建

設することが予算化され、職員の増員を含め、当地区におけ
る消防・救急体制の再構築が図られることとなり、地域住民
からも、大きな期待が寄せられています。
また、隣接する消防組合が管轄している熊毛地区について

も、常備消防体制の一元化が求められているところであり、
消防組織法改正に伴う広域化とともに大きな課題となってい
ます。

平成23年10月、「おいでませ！山口国体～君の一生けんめ
いに会いたい～」と題して、山口県で第66回国民体育大会が
開催され、当市においては、ハンドボール、レスリング、テ
ニス、バスケットボール、
軟式野球、クレー射撃の６
競技が行われます。
全国の皆さんを安心してお迎えできるよう、施設の整備を

はじめ、様々な準備が進められています、我々消防も万全の
体制で皆さんをお待ちしております。
おいでませ！ 山口・周南へ・・・

当市では、市民が安心して暮らすことができる安全な地域
社会を実現するため、「周南市安心安全まちづくり条例」を
制定し、積極的な活動を展開しています。
消防の広域化や国民保護への対応等、消防への期待が高ま

る中、高齢化や救急高度化に伴う救急需要も増加の一途を
辿っており、我々消防へは更なるレベルアップが求められて
います。
市民からの期待に応えるべく、服務信条に「信頼される消

防の確立」を掲げ、「安心安全なまちづくり」を目指し、消
防職団員一丸となって取り組んで参ります。

山口県　周南市消防本部

山口県　周南市消防本部
消防長 山 本　恭 正

コンビナート地域での防災訓練

臨海部のコンビナート地域

困ったポーズで有名なツヨシ君（右）
とそれを見守るマーヤさん
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札幌市豊平消防団は去る２月13日、医療に関する資格

及び専門的知識を有する消防団員（医師や看護師）７名で

構成する医療専門チーム「メディカルサポート隊（救急

医療援助隊）」を発足しました。このメディカルサポー

ト隊は、豊平区内の多数傷病者事故をはじめとする各種

災害現場において消防隊などと連携し、傷病者の応急手

当や応急救護所での活動支援を主な任務とします。消防

団に救急医療チームが組織されるのは全国的にも極めて

珍しいケースで、その活躍に期待が集まっています。

メディカルサポート隊（救急医療援助隊）を発足

札幌市豊平消防団

住宅用火災警報器街頭広報を実施

鳥取県東部広域行政管理組合消防局

発足式で決意表明を行う鈴木研一隊長

元気一杯、防火を呼びかける幼年消防クラブ員

延岡市消防本部は去る２月27日、市内中心部の山下町

商店街アーケードにおいて、幼年消防クラブの園児37名、

保育士３名による防火パレードを実施しました。当日は、

「火の用心」と書かれた防火はっぴを着用した園児たち

が『火災予防運動実施』の横断幕を持って、「家族みん

なで火の用心」「おやすみまえに火の用心」と元気な大

きな声で買物客らに呼びかけ、防火意識の向上を訴えま

した。最後は園児全員で、「ぼくたち、わたしたちは火

遊びは絶対しません」と誓いパレードを終了しました。

訓練最後を締めくくる一斉放水

住警器のチラシなどを配布する女性消防分団員ら

相楽中部消防組合消防本部は去る３月１日、管内の大

規模商業施設イオン高の原ショッピングセンターにおい

て、消防本部と消防団の連携及び円滑な防ぎょ活動の向

上を目的とした合同消防訓練を実施しました。訓練は、

「２階の専門店街から出火し、延焼拡大している」との想

定で、消防職員36名、構成４市町村（木津川市、笠置町、

和束町、南山城村）の各消防団から137名が参加し、買物

客・従業員の避難誘導、逃げ遅れや負傷者の救護、最後

に消防署、消防団による一斉消火訓練を行いました。

消防通信／望楼では、全国の消防本部、消防団からの投稿を随時受け付けています。
ご投稿は、「E-mail:bourou-fdma@ml.soumu.go.jp」まで【225文字以内の原稿とJPEG画像を別ファイルで送付してください】

幼年消防クラブ防火パレードを実施

延岡市消防本部

北
海
道

京
都
府

鳥
取
県

宮
崎
県

合同消防訓練を実施

相楽中部消防組合消防本部

鳥取県東部広域行政管理組合消防局は去る２月27日、

住宅用火災警報器の普及推進を図るため、ＪＲ鳥取駅前

において街頭広報活動を行いました。当日は、消防局長

以下８名の消防職員と鳥取市消防団女性消防分団員８名

が参加しました。参加した女性消防分団員は、この日の

ために住宅用火災警報器の設置義務化や製品の種類、取

付場所などの知識を研修で学んでおり、行き交う人から

「いつから義務化となるのか」、「どこで購入すればいい

のか」などの声に適切に対応して早期設置を訴えました。
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上級幹部科第72期は、課長・署長職を中心とした40名

に対し、消防の上級幹部としての資質を向上させるとい

う目的で、平成21年１月13日から１月29日まで実施され

ました。

限られた教育日数の中で総務省消防庁（東京都千代田

区霞が関）に出向し、幸田雅治国民保護・防災部長、石

井信義審議官の消防・防災行政の重点施策についての講

話を聴講し現在の消防を取り巻く諸課題への理解を深め

ました。また、「消防・防災危機管理センター」を見学

することで消防庁のオペレーション機能を理解し「国」

と「被災地」の距離を縮めることができました。

消防管理科目では、従来の人間関係論、惨事ストレス

対策、公務災害防止策などのほか、今期から新たに導入

された教育技法、危機管理広報（クライシスコミュニケー

ション）についての知識を習得しました。特に危機管理

広報では、不祥事が発生した際のマスコミ対応について

積極的に意見を交換するとともに模擬記者会見を行うな

ど忘れ難い貴重な体験となりました。

一方、消防運用科目（訓練）では、状況予測型図上訓練

や指揮シミュレーションなど大規模災害発生時の管理者

の対応について学びました。

そのほか、校外研修では東京消防庁第八消防方面本部

消防救助機動部隊（通称：ハイパーレスキュー）の最新鋭

の特殊装備と、装備部航空隊の24時間体制で活躍する

「空飛ぶ消防隊」をそれぞれ視察しました。

今後、上級幹部科第72期40名が、寮生活で寝食を共に

した多くの仲間とのネットワークを大切にし、消防大学

校で学んだ幅広い知識と磨きをかけた判断力を生かし、

それぞれの消防本部のトップとしてあらゆる場面で活躍

されることを期待します。

上級幹部科（第72期）

昼休みに班ごとに実施された生嶋文昭校長との意見交換

指揮シミュレーション訓練

危険物科（第3期）
危険物科第３期は、全国19都府県28名に対し新春の

１月７日から２月６日の21日間148時間の教育期間で実

施されました。

本科では、危険物業務の規制リーダーを指導、育成す

るために必要な知識及び技術の修得を目的としています。

講義では、総務省消防庁の石井信義審議官、鳴田謙二

危険物保安室長から最近の危険物行政の動向、法令改正

の主旨、危険物の変遷等を、東京消防庁査察課から違反

処理対策の要領並びに是正指導方法の手法を学びまし

た。また、危険物の教育者としての話し方技法や危険物

事業所への安全指導等の教育的な技法についても学びま

した。
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課題研究では、共通の研究課題を持つ学生が同じ班

（同部屋）となり、日夜討議を重ね、危険物行政における

現状の問題点を把握・分析して解決策を見いだすなど熱

心に取り組みました。

教育を終えた学生からは、「課題研究を進めていく中

で、それぞれの問題点の把握、解決策の検討を行えたこ

とは、今後の業務に大いに生かせると実感した。」「教育

技法では、発表者の姿勢・態度の重要性を認識し地元に

戻ってから実行してみようと感じた。」「腐食・防食の実

験では、今まで分かりにくかった土中での腐食の現象が

理解できた。」などの意見が寄せられました。

また、不二寮の生活では各学生が地元の名産品を持ち

寄るなど積極的に交流を行い、危険物行政に携わる者同

士としての絆を深めました。

今後は、大学校で得た知識、技術の実践をいち早く現

場で発揮し、危険物事故防止に役立て地域の安心と安全

のために貢献されるよう期待しています。

腐食・防食実験

教育技法の講義

科　　名　（期） 氏　　名 所属消防本部（都道府県）

幹部科（第１４期）
１月７日～２月２４日　７１名

冨岡　　守

飯田　俊一

栗林　　彰

荒井　健吾

木山　文也

安富　　進

和田　博久

秋田市消防本部（秋田県）

児玉郡市広域消防本部（埼玉県）

長岡市消防本部（新潟県）

富山県消防学校（富山県）

鳥取県西部広域行政管理組合消防局（鳥取県）

大川広域消防本部（香川県）

八幡浜地区施設事務組合消防本部（愛媛県）

予防科（第８５期）
１月８日～３月４日　５０名

藤田　茂樹

石川　　崇

柳内　宏之

服部　剛士

永吉　　博

弘前地区消防事務組合消防本部（青森県）

栃木県消防学校（栃木県）

東京消防庁（東京都）

中濃消防組合消防本部（岐阜県）

佐世保市消防局（長崎県）

危険物科（第３期）
１月７日～２月６日　２８名

入江　　透

弓削文豊子

岡田　光弘

石橋地区消防組合消防本部（栃木県）

東京消防庁（東京都）

衣浦東部広域連合消防局（愛知県）

消防大学校成績優秀者（学生番号順）
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1．はじめに

科学技術の発達および社会環境の変化によって、膨大

な数の化学物質が市場に出回ることにより、火災の危険

性が増し、現実に火災が発生しています。また、技術的、

経済的な理由で廃棄処理が困難なために大量に屋内外に

放置された化学物質等による火災が日本各地で発生し、

社会的問題となっています。その火災原因は危険物の暴

走反応及び発火、堆積物内部での蓄熱発火によるものな

ど様々です。このような化学物質等の安全な取扱いや原

因究明のために危険性評価方法は重要であり、その一つ

としての熱分析は有効な方法です。ここでは高度な熱分

析装置と測定技術を用いて化学物質の火災危険性を評価

する方法の概要と実際の危険性評価に適用とした例を紹

介します。

2．各種熱分析装置と特性

消防研究センター危険性物質研究室（以下「当研究室」

という。）では、種々の熱分析装置を組み合わせて用い、

適正な危険性評価方法を研究し、化学物質等に対して適

用しています。これまでの研究対象としてはヒドロキシ

ルアミン（NH2OH）、硝酸アンモニウム（NH4NO3）、合

成色素及び発泡剤のような高エネルギー物質などがあり

ます。また、木材チップ、ＲＤＦ等の再生資源燃料、リ

チウム電池及びリサイクル金属についても研究を実施し

てきました。

２‐１　示差熱分析（ＤＴＡ）及び示差走査

熱量計（ＤＳＣ）

ＤＴＡ及びＤＳＣは、物質の危険性評価

のスクリーニング試験としてよく使われて

います。両者は消防法で第５類の自己反応

性物質の危険性評価方法としても用いられ

ています。ＤＳＣはＤＴＡよりも感度が高

く、ＤＴＡと異なり熱量（発熱、吸熱）を

測定することができます。示差熱天秤（Ｔ

Ｇ－ＤＴＡ）は、温度変化と同時に重量変

化を測定することで、含水分の蒸発や分解

等の情報を得る装置です。

２‐２　双子型熱量計（C80）

Ｃ80は、比較的広く用いられている熱量計です。反応

性物質や再生資源燃料の発熱に関する危険性評価に適用

します。ＤＳＣが㎎（ミリグラム）単位の試料量を用いる

のに対し、ｇ（グラム）単位の試料の熱量の測定が可能な

高感度の熱流束型熱量計です。発熱速度等の危険性が指

数関数的に増大する場合を考えると、試料を増やして測

定することは適正な危険性評価の点で有利です。

２‐３　等温型高感度熱量計（ＴＡＭⅢ）

ＴＡＭⅢは、微少発熱による蓄熱発火の危険性を調べ

ることができます。熱安定性が非常に良く、装置が熱的

に安定するまでの時間も短くて済みます。木材チップを

含む再生資源燃料を対象として、常温付近からの蓄熱発

火危険性について研究を行っています。その結果、木材

チップの場合、ＴＡＭⅢを含めた熱分析結果から、50℃

～60℃付近から雑菌によって発酵に起因する発熱と発火

までの温度上昇が起こることが分かりました。その他、

金属粉による発熱と湿度との関係について研究を行って

います。

２‐４　自然発火温度測定装置（ＳＩＴ）

ＳＩＴは断熱状態（熱損失が無い状態）で化学物質の自

然発熱現象を調べる装置です。熱損失が大きい状態での

化学物質の危険性評価では、暴走反応・蓄熱発火の開始

温度が高くなり、反応の激しさも小さくなるため、危険

性を過小評価してしまいますので、断熱状態での測定は

熱分析を用いた危険性評価方法と研究例について
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図１　ＳＩＴによる肉骨粉の自然発火温度の測定結果
※図中の温度は、試料雰囲気の設定温度を示す。
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とても重要です。空気（または、酸素、窒素

及びこれらの混合気体）を一定の流量で流し

て測定を行うことができます。そのため、酸

素を必要としない自己反応性物質の反応危険

性評価のほかに、油脂類等の酸化発熱の危険

性評価にも使用します。図１は肉骨粉の自然

発火温度を測定した例です。肉骨粉は平成13

年ごろの狂牛病問題の時、大量に貯蔵され火

災を引き起こしました。図１から、肉骨粉を

大量に貯蔵した（熱損失が小さい）場合、酸

化熱の蓄積により185℃以上で自然発火する

ことが分かります。その他、ＳＩＴを使用し

て再生資源燃料や油脂類の蓄熱発火危険を評

価する研究も行っています。

２‐５　断熱型熱量計（ＡＲＣ）及び圧力追従

式断熱型熱量計（ＡＰＴＡＣ）

ＡＲＣ及びＡＰＴＡＣは、断熱状態におけ

る化学物質の発熱挙動及び分解の激しさを調べることが

できます。ＡＲＣの測定可能な試料量は数ｇ程度ですが

ＡＰＴＡＣでは数十ｇ程度が測定可能です。ＡＰＴＡＣ

は反応容器内の圧力に容器外の圧力を追従させること

で、金属の試料容器の他に触媒作用がないガラスの試料

容器を用いた測定も可能です。ＡＰＴＡＣはヒドロキシ

ルアミンや発泡剤の危険性評価に用いられました。

２‐６　改良型圧力容器試験（ＭＣＰＶＴ）

ＭＣＰＶＴは当研究室で開発された危険性評価方法

で、圧力容器を昇温して試料温度及び圧力容器内の圧力

を測定する方法です。ＭＣＰＶＴは平成13年９月にフラ

ンスで起きた硝酸アンモニウムの爆発事故に関連して、

硝酸アンモニウムに微量の不純物（塩化カルシウム）を加

えた影響について調べるために使用されました。過去に

も硝酸アンモニウムは大きな爆発事故を起こした物質と

して知られています。図２はＭＣＰＶＴを用いて硝酸ア

ンモニウム及びその塩化カルシウム混合物を昇温した結

果です。不純物のない硝酸アンモニウムを圧力容器内で

2.5℃/分で昇温した場合、約250℃で急激な発熱を開始し

ましたが、不純物がある場合は、約225℃（１％Ｔの場合）

で急激な発熱を開始しました。このことから、不純物の

存在下で、硝酸アンモニウムの発熱開始温度（急激な発

熱を開始する温度）は大きく低下することが明らかにな

りました。ＭＣＰＶＴはリチウム電池等の成型品の危険

性を評価する研究にも使用されています。

２‐７　小型反応熱量計（Super ＣＲＣ）

熱応答性が良いため、混合直後の反応熱を捉えること

が可能なことから、混合危険性を評価するためのデータ

を取得できます。化学物質の混合危険の他、再生資源燃

料やリサイクル金属等の水との混合危険性と評価方法に

ついて研究を行っています。

２‐８　暴走反応熱量計（ＡＲＳＳＴ）

暴走反応の激しさについて温度と圧力を用いた評価方

法を研究しています。熱分解の危険性に加えて混合危険

の中で比較的激しい反応を対象としています。

3．おわりに

前記のように熱分析の種類は多岐にわたり、専門性が

高いものがあるため、使用する装置の特性を熟知した上

で危険性評価を行う必要があります。当研究室では各種

熱分析装置を用いて適正に化学物質等の危険性を評価す

る手法を研究しています。また、今後も充実した熱分析

装置を使用して、化学工場及び廃棄物施設等の火災・爆

発事故の原因究明や新たに社会的問題となる化学物質等

の危険性評価の要請に応えていきたいと考えていますの

で、これらの装置使用希望の消防本部の方は危険性物質

研究室〔電話：０４２２（４４）８３９２〕まで連絡願

います。
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図２　ＭＣＰＶＴによる硝酸アンモニウム／塩化カルシウムの測定結果

図中のＰは圧力（左軸）を、Ｔは温度（右軸）を示します。また、ＡＮは純粋な硝酸ア
ンモニウムの場合、％は硝酸アンモニウムに重量％で不純物（塩化カルシウム）を混
合した場合を示します。
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○いざという時のために応急手当講習を受講しましょう
消防機関が開催している住民に対する応急手当講習会は、

次の２種類があります。

平成19年中に全国の消防機関による普通救命講習は７万

5,378回開催され、149万9,485名が受講、上級救命講習は3,675

回開催され、７万2,843名が受講し、合計で受講者数は150万

人を突破しました。

これらの講習は、心肺蘇生法や大出血時の止血

法、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の正しい理解

と使い方等についての実技を主体とした構成とな

っており、応急手当に関する正しい知識と技術を

身につけることを目標としています。

この応急手当講習は、近くの消防署で受講する

ことができます。講習開催日は、消防本部（署）

によって様々ですので、受講を希望される方は、

近くの消防本部（署）に直接お問い合わせ下さい。

いざという時に備えて応急手当講習を受講しま

しょう。

○応急手当の必要性
１１９番通報を受けてから救急車が現場に到着するまでの

全国平均時間は、平成19年中では約７分を要しています。こ

の時間は、救急出場件数の増加とともに年々遅延する傾向に

あります。

もし、大切な人が急に目の前で倒れ、この７分間に何もし

ないでいたら…。

救えるはずの命を救うためには、空白の７分間を作らずに

勇気をもって救急現場に居合わせた人（「バイスタンダー」

といいます。）が応急手当を実施することが重要です。

そして、早い１１９番通報、早い応急手当、救急隊による

早い救命処置、医療機関での早い救急医療というような救命

の連鎖によって、命を救える可能性が高くなるのです。

○応急手当の救命効果
平成19年中における全国の救急隊が搬送した一般市民によ

り心肺機能停止の時点が目撃された心原性の心肺機能停止症

例について、救急隊の到着時に一般市民により応急手当が実

施された場合の生存者数の割合（12.2％）と実施されていな

い場合の生存者数の割合（8.4％）を比べると、応急手当が実

施された場合の方が、約3.8ポイント（約1.5倍）救命効果が高

くなっています。

5月分
住民に対する応急手当の普及啓発

救急企画室

応急手当講習会の様子
（写真提供：さいたま市消防局）

うち、 一般市民による
応急手当無症例
10,330件

うち、 一般市民による
応急手当有症例
9,376件

うち、 一般市民による
応急手当の有無が
不明の症例  1件 

そのうち1か月後生存者数
872件（8.4％）

そのうち1か月後生存者数
1,141件（12.2％）

不明
1件

一般市民により心肺停止の時点が
目撃された心原性の心肺停止症例

19,707件

応急手当の救命効果（平成19年中）

■普通救命講習（3時間）

心肺蘇生法（成人）、大出血時の止血法、対象者に

よっては、小児、乳児、新生児に対する心肺蘇生法を

加える。

■上級救命講習（8時間）

心肺蘇生法（成人、小児、乳児、新生児）、大出血

時の止血法、傷病者管理法、外傷の手当、搬送法。

バイスタンダーの役割

119番
通報

高度な
救急処置

救命のリレー

高度な
救命医療

応急手当



26 消防の動き '09年 4月号

台風、集中豪雨等の風水害は、毎年のように我が国の広い

地域で大きな被害をもたらしています。また、最近では局所

的な突風を伴う竜巻による被害も発生しています。

昨年は、７月末から９月初めにかけて、全国各地で局所的

な集中豪雨が観測され、特に８月下旬に発生した「平成20年

８月末豪雨」では、愛知県を中心に東海、関東、中国及び

東北地方で大規模な水害が発生し、多くの被害がもたらさ

れました。また、市街地における透水性の低下や保水力の

低下などにより、中小河川の突然の出水による水難事故も発

生しています。日ごろからその対策を準備しておくことが大切

です。

集中豪雨とは
時間的・空間的に集中して降る大雨のことを「集中豪雨」

といいます。集中豪雨は、活発な積乱雲によってもたらされ、

主に日本付近に前線が停滞している時（梅雨期の終わり頃）

や台風が日本列島に接近しているか上陸した時、大気の不安

定な状態が続き、次々と雷雲が発生している時などに発生し

ます。

竜巻とは
竜巻とは、積乱雲や積雲に伴って発生する強い上昇気流を

もった激しい渦巻きです。

雲の底からたれ下がるように、漏斗
ろうと

状や柱状の雲（漏斗雲）

ができ、海面や地面から巻き上げた水滴やちりや砂などが尾の

ように立ち上がり、これらが繋がって、漏斗状の雲の軸がまっ

すぐ、または曲がりくねった形で見えます。

竜巻の中心付近は周りよりも気圧が低く、そのため地表付

近では竜巻の中心に向かってらせん状に風が吹き、中心に近

づくほど急速に風が強くなっていき、上昇気流となって周囲の

空気や物を巻き込みながら移動していきます。

台風や発達した寒冷前線、寒気の流入など、局地的に大気

の状態が非常に不安定な場合に多く発生しています。

～風水害に対する備え～
強い風や大雨等によってもたらされる災害には、洪水、土

砂災害、高潮、高波及び突風などがあります。洪水は、主に

大雨によって河川があふれ、堤防の決壊などにより水が沿岸

地に流出し、被害を与えるものです。土砂災害は、大雨によ

って地盤が緩み、がけ崩れや地すべり、土石流などとなって現

れます。高潮は、台風などによって海面が普段以上に大きく

持ち上げられ、沿岸に押し寄せるものです。

こうした風水害による被害を最小限にとどめるため、家庭

においては、あらかじめ窓や雨戸の補強をする、非常用品を

揃えておく、避難場所を確認しておくほか、常に台風や大雨

に関する情報を確認することなどが大切です。

また、大規模な災害時には、防災関係機関のみでは初動体

制が不十分となる場合が想定されるので、地域の人々が「自

分たちの地域は自分たちで守る」という意識に立ち、連帯感

を持ちながら自主的な防災活動に取り組むことが重要です。

日ごろからの防災知識の普及啓発はもとより、災害に備え

たより実践的な情報収集、伝達体制の確立、災害危険箇所の

把握、避難体制の整備（災害時要援護者対策等）及び地域住

民の参加のもとで実効性のある防災訓練を導入するなど、住

民と防災関係機関が一体となって災害防止のための必要な措

置をあらかじめ講じ、風水害に備えておくことが必要です。

風水害に対する備え
防災課

平成20年７月28日の大雨による被害状況
（写真提供：金沢市消防局）

「平成20年８月末豪雨」による被害状況
（写真提供：愛知県防災航空隊）
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四方を海に囲まれた我が国においては、地震を原因と

する津波が繰り返し発生し、そのたびに多くの尊い人命

が失われてきました。平成５年に発生した北海道南西沖

地震においては、地震発生後３分から５分というかつて

ない速さで津波に襲われ、死者・行方不明者が200人以上

という大きな被害が出ました。

さて、津波による被害を防ぐためにはどうしたらよい

でしょうか。答えはひとつ、それは「逃げる」ことです。

それも「すばやく逃げる」ことです。では、すばやく逃げ

るためにはどうしたらよいでしょうか。

行政においては、津波避難対象地域、避難地、避難路

をあらかじめ指定し周知・徹底するとともに、発災時の

迅速かつ正確な津波情報の収集・伝達、避難勧告等の迅

速な発令等の対応が求められます。しかし、これらは行

政としていわば「当たり前」のことです。これだけでは

津波の被害をなくすことは不可能であり、大切なのは、

住民一人ひとりが津波防災意識を高くもち、行動するこ

とです。

消防庁においては、平成14年３月に「津波対策推進マ

ニュアル検討報告書」を取りまとめ、地域ごと（自主防

災組織単位、町内会単位等）の津波避難計画を作成する

ための具体的な手順を示すとともに、モデル地域を選定

し、実際の計画作成事例を提示するなど、

市町村及び住民が連携して地域ごとの津波

避難計画を策定する取組を推進しています。

これらの事業を通じて示した大きなポイン

トは、津波避難計画は、行政と住民（民間企

業等を含む。以下同じ。）の協働により作成

されるべきものであり、行政から与えられ

るものではなく、住民が参加し自ら考え、

作成するべきものであるということです。

具体的には、都道府県レベルにおいては、

広域的かつ統一的な考え方に基づいた津波

被害予測（浸水予測図の作成）の実施等、

市町村レベルにおいては、住民に対する津

波浸水予想地域等の必要な情報・知識等の

提供や支援、住民においては、これら行政の支援をもと

に具体的な避難目標地点や避難経路の検討等、といった

役割が求められます。また、計画作成は、ゴールではな

くスタートであり、繰り返しの訓練等による検証を通じ、

不断に見直していくことが必要です。

消防庁では、平成18年11月と平成19年１月の千島列島

を震源とする地震で津波警報等が発表され、避難指示等

が発令された市町村を対象とした避難状況等の調査を行

いました。その結果を踏まえ、地方公共団体に対し、避

難の実効性を上げるため、適切な対応を要請したところ

です。

また、近い将来の発生が懸念されている「東南海・南

海地震」や「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震」では、

甚大な津波被害が予想されることから、国、地方公共

団体において津波対策に係る取組を推進しているところ

です。

しかしながら、実際に避難行動をとるのは住民一人

ひとりであり、「自分の命は自分で守る！」という自覚を

持ち、大きな揺れや小さくとも長くゆっくりとした揺れを

感じたら「行政やテレビなどの情報を待つことなく」す

ぐに安全な場所へ逃げるといった行動意識の徹底が必要

なのです。

津波による災害の防止

防災課

津波による災害の防止
地震が発生した時は「すばやく逃げる」ことです。

→「自分の命は自分で守る！」といった津波防災意識を

高くもち住民一人ひとりが行動することが大切です。

津波警報津波警報津波警報

揺れたら逃げる 警報を聞いたら逃げる
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1．背　景

我が国は、その自然的条件から、地震、台風、火山災

害等をはじめとする自然災害が発生しやすい環境にあり

ます。

平成７年には阪神・淡路大震災、平成16年には新潟県

中越地震、昨年も岩手・宮城内陸地震や相次ぐ水害な

ど、全国各地で大規模な自然災害による被害が発生して

います。

このような中、平成７年に甚大な人的・物的被害をも

たらした阪神・淡路大震災においては、救助を必要とし

た人の約８割が家族や近隣住民などに救助されたともい

われています。

このように自然災害が多い日本ですから、地震等をは

じめとする災害による被害を軽減するため、自助・共助

の精神に基づき、地域の防災力を向上させることが重要

です。

2．地域防災スクールとは

地域の防災力の向上のためには、児童、生徒に対し、

その発達段階に応じた体系的な防災教育を推進していく

ことにより、防火防災や消防について学ぶ機会を拡充し、

体系的に学習できる体制を整備していくことが重要です。

また、地域住民に対しても、防火防災や消防に対

する理解促進について体系的に学ぶ機会を確保し

ていくことが重要です。

各自治体において、消防職団員をはじめ、防災

担当職員、有識者等を指導者として、児童、生徒

や地域住民に対し、防災知識等の講義とともに、

初期消火、応急手当等の実技など、防災に関す

る教育・訓練を体系的に行う取組を「地域防災ス

クール」として推進していくこととしています。

3．地域防災スクールの支援

消防庁では、自治体における地域防災スクール

の取組に対して、次のような支援を行うこととし

ています。

a 地域防災スクール支援教材の作成・配布

平成21年度においては、地域防災スクール支援のた

めの教材（①災害の概要、②消防防災の体制、③実技、

④指導者用の指導、実技のポイントなどの内容を想定）

を作成・配布する予定（今年度秋頃配布予定）としてい

ます。

s 各種防災教材・資料

これまで、防災教育用として様々な教材等を作成し、

消防庁のホームページで公開（http://www.fdma.go.jp/

general/life/index.html）しており、地域防災スクールの

推進にあたって、参考となるものと考えています。

d 地域防災スクールモデル事業

平成21年度から地域防災スクールモデル事業を実施し、

全国から地域防災スクールの積極的な実施を希望する市

（区）町村をモデル団体として公募・選定し、財団法人自

治総合センターのコミュニティ助成事業を活用することに

より、地域防災スクールの全国展開を図っていくこととし

ています。

このように、各自治体と消防とが連携して「地域防災

スクール」を積極的に推進していきます。皆様のご協力

をよろしくお願いします。

地域防災スクールの推進
防災課

消防職員による防災講習の様子
（写真提供：神戸市消防局）
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切迫性が指摘されている東海地震、東南海・南海地震

や首都直下地震の発生に備えるため、大規模地震に対応

した自衛消防力の確保を図ることを目的とした消防法の

改正が平成19年６月に行われ、平成21年６月１日から施

行されます。この消防法改正により、多数の者が利用す

る大規模・高層の建築物等については、①防災管理者の

選任、②防災管理に係る消防計画の作成、③自衛消防組

織の設置及び④防災管理点検報告の実施が義務付けられ

ます。

○対象となる防火対象物

防災管理者の選任、自衛消防組織の設置等が義務付け

られる防火対象物は、大規模・高層の建築物等のうち共

同住宅、格納庫、倉庫等を除く消防法施行令別表第一に

掲げる用途で、延べ面積、階数により想定されています

（下図参照）。

○防災管理者の選任

対象となる防火対象物の管理権原者は、防災管理者を講

習修了者など一定の資格を有する者の中から選任し、消防

機関へ届け出るとともに、防災管理者に大規模地震等に対

応した消防計画の作成と、その消

防計画に基づく防災管理上必要な

業務を実施させることとなります。

○防災管理に係る消防計画の作成

現在の防火管理に係る消防計画

に加え、地震等の災害に対応した

消防計画を作成し消防機関へ届け

出なければなりません。この消防

計画には、大規模地震発生時の被

害を想定し、その想定に基づいた

被害軽減措置や応急措置、救出救

護や避難誘導等を行うことを盛り

込む必要があります。また、被害

の想定や必要な対応行動が十分か

どうか、それに応じた体制が備え

られているか、などについて、訓

練を通じて定期的に見直し、改善していく仕組みについ

ても盛り込むこととされています。

○自衛消防組織の設置

火災や地震災害等の被害を最小限にとどめるため、防

火対象物の従業員等により構成される自衛消防組織の設

置が義務付けられます。この自衛消防組織は、初期消火

や消防機関への通報、在館者の避難誘導、救出救護等を

迅速かつ的確に行うための人的組織で、この自衛消防組

織の統括管理者（自衛消防隊長）等については、自衛消

防業務に関する講習を修了するなど、一定の資格が必要

になります。

○防災管理点検

対象となる防火対象物については、防災管理点検資格

者により、防災管理上の必要な業務等について点検を実

施し、消防機関に報告することとされています。また、

防火対象物点検報告制度と同様に過去３年以内の点検結

果が優良であると消防機関に認められた場合には、点検

及び報告が３年間免除されることになり、優良認定証を

表示することができます。

大規模地震等に対応した自衛消防力の確保

予防課

大規模・高層建築物等
防災管理者

○○事業所
消防計画

大規模地震に対応した
消防計画

大規模・高層防火対象物
自衛消防組織

防災管理
点検資格者

対象となる防火対象物
【用途】
百貨店、旅館・ホテル、病院、学校、オフィスビル、
工場、地下街等（共同住宅、倉庫等は除く）
【規模等】
①延べ面積５万㎡以上
②階数５以上かつ延べ面積２万㎡以上
③階数11以上かつ延べ面積１万㎡以上
④地下街で延べ面積１千㎡以上
※ 複合用途については、設置対象用途の設置
階及び面積で判断

防災管理点検報告

自衛消防組織の設置届出

防災管理に係る消防計画の作成届出

防災管理者の選任届出

消

防

機

関

・防火管理・防災管理に関する講習を
修了等の一定の資格者から選任

・地震発生時の被害を想定
・家具固定等の被害軽減措置
・地震発生時の応急措置
・その他の災害時の避難誘導等

・自衛消防業務に関する講習を受講
等の一定の資格者を統括管理者と
する
・業務ごとに一定の要員
・管理権原が分かれている場合は共
同で設置

・防災管理業務の実施状況について
１年に１回資格者による点検・報告

消

防

機

関
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消防研究センターの一般公開
消防大学校消防研究センター

消防大学校消防研究センターでは、平成21年度科学技術週

間（４月13日（月）から19日（日））における行事の一環として、下

記のとおり一般公開を行います。

1．概　要
消防研究センターにおいて行っている消防防災の科学技術

に関する基礎から応用までの幅広い研究、開発の内容につい

て、実験の実施、写真・パネルの展示、ビデオ放映等により

紹介します。

また、研究施設を公開するとともに、消防大学校の教育訓

練内容の展示を行います。

2．日　時
平成21年４月17日（金）10：00～16：00（入場無料）

3．場　所
東京都調布市深大寺東町４丁目35番地３号

消防研究センター

〈一般公開同時開催機関〉

日本消防検定協会　本所

財団法人消防科学総合センター（同一敷地内です）

5．交通アクセス
・ＪＲ中央線・井の頭線吉祥寺駅南口バス停６番乗り場か

ら、深大寺、調布駅北口、または野ヶ谷行き、消防大学前

下車。所要時間20分

・ＪＲ中央線三鷹駅南口バス停８番乗り場から野ヶ谷行き、

消防大学前下車。所要時間20分

・京王線調布駅北口バス停14番乗り場から、杏林大学病院行

き、または杏林大学病院前行き、中原三丁目下車、徒歩３

分。所要時間25分

・京王線調布駅北口バス停13番乗り場から、吉祥寺駅行き、

消防大学前下車。所要時間18分

6．問い合わせ先
消防研究センター研究企画部

電　話：０４２２（４４）８３３１（代表）

ＵＲＬ：http://www.fri.go.jp/

公開項目名 公開形態

4．主な公開予定項目

消防大学校
消防研究センター
National Research
Institute of
Fire and Disaster

交通のご案内
Access 吉祥寺

Kichijoji
三鷹

Mitaka

調布
Chofu

明大前
Meidai-mae 品川

Shinagawa

渋谷
Shibuya

秋葉原 Akihabara

東京
Tokyo

上野
Ueno

池袋
Ikebukuro

新宿
Shinjuku

仙川駅入口
Sengawa-eki Iriguchi

中原三丁目
Nakahara 3-Chome

消防大学前
Shobo Daigaku-mae

東八道路

人見街道

三
鷹
通
り

吉
祥
寺
通
り

下布田
Shimofuda

深大寺五差路
Jindaiji Gosaro

甲州街
道

杏林大学病院北
Kyorin Daigaku Byoin-Kita

中原三丁目
Nakahara 3-Chome

杏林大学病院
Kyorin University Hospital

井の頭
公園

調布
Chofu Station

吉祥寺
Kichijoji Station

三鷹
Mitaka Station

至立川
To Tachikawa

井の頭線
Inokashira Line

至高井戸
To Takaido

至渋谷
To Shibuya

京王線
Keio Line

JR 中央線
JR Chuo Line

至調布IC
To Chofu I.C.

至高井戸IC
To Takaido I.C.

中央自動車道

至八王子
To Hachioji

至新宿
To Shinjuku

至新宿
To Shinjuku

消防大学校
消防研究センター

Inokashira Park

Chuo Express Highway

消防研究センター紹介コーナー 実演

石油タンクの安全性向上 展示及び実演－石油タンクのスロッシング被害

刊行物等の展示 展示

消防防災科学技術研究推進制度の成果に 展示関する展示

地震等大規模災害時応急対応支援システム 展示

原因調査室の業務 展示

がけ崩れ現場の二次的崩壊の監視システム 展示

バイオディーゼルの燃焼危険性 実演

消防大学校での教育訓練 展示

火災時に発生する旋風 実演

消防防災ロボットに関する研究開発 展示及び実演

サーマルマネキンによる消防隊員用防火服の 実演耐炎性能試験

泡消火戦術の高度化をめざして 実演

可燃性液体の火災の消火の実演 実演
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■2月の主な通知
発番号 日　付 あて先 発信者 標　題

平成21年 2月 5日
各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁危険物保安室長 移動タンク貯蔵所等に対する立入検査結果について消防危第19号

平成21年 2月 6日
各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁総務課長 平成21年度消防庁広報テーマについて消防総第52号

平成21年 2月10日
各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁消防技術政策室長 平成19年中の製品火災に関する調査結果について消防技第 4号

平成21年 2月25日
各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁危険物保安室長
揮発油等の品質の確保等に関する法律の改正に伴う協力依
頼について

消防危第29号

平成21年 2月26日 各都道府県消防防災主管部長 消防庁危険物保安室長
都市ガス・液化石油ガス及び毒劇物等による事故状況調査
について

消防危第30号

平成21年 2月27日
各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁特殊災害室長 林野火災に対する警戒の強化について消防特第37号

平成21年 2月27日
各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁危険物保安室長
「製造所等の定期点検に関する指導指針の整備について」の
一部改正について

消防危第34号

平成21年度危険物安全週間推進標語の決定
危険物保安室

消防庁では、危険物を貯蔵し取り扱う関係事業所を始め、

広く国民に危険物の保安の確保を呼びかけるため、毎年６月

の第２週を「危険物安全週間」（平成21年度は６月７日（日）か

ら６月13日（土）までの７日間）とし、危険物の保安に対する意

識の高揚及び啓発を全国的に推進しています。

この週間に活用する、危険物災害の防止と危険物の貯蔵・

取扱い等の安全を呼びかけることを目的とした平成21年度危

険物安全週間推進標語を全国に募集したところ、5,500点に

のぼる応募があり、「安全は 意識と知識と 心掛け」が平成

21年度危険物安全週間推進標語に決定しました。

この標語は、卓球選手の福原愛さんがモデルとなる危険物

安全週間を推進するポスターに活用するなど、様々な方法で

周知を図り、危険物の保安に対する意識の高揚と啓発を推進

していきます。

なおポスターには、「危険物災害をなくそう」というサブ

タイトルを付すこととしています。

過去5年間の危険物安全週間推進標語

平成20年度　安全へ確かなスマッシュ保守点検

平成19年度　危険物目指せ無事故のＭＶＰ

平成18年度　自主点検 欠かさぬあなたに グランプリ

平成17年度　危険物 かさねる無事故の 金メダル

平成16年度　危険物 ゆるむ心の 帯しめて

平成21年度危険物安全週間推進標語（最優秀作）

『安全は意識と知識と心掛け』
（埼玉県和光市　中川　浩さん）

4 月 5 月

■広報テーマ

①防火対象物の防火安全対策の徹底
②消防団活動への理解と協力の呼びかけ
③林野火災の防止

予防課
防災課
特殊災害室

①住民に対する応急手当の普及啓発
②風水害への備え
③津波による災害の防止
④地域防災スクールの推進
⑤大規模地震等に対応した自衛消防力の
確保

救急企画室
防災課
防災課
防災課
予防課
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